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3 月 11 日に起きた東北地方太平洋沖地震災害に関して韓国政府並びに韓国国民の皆さま方の多

大なるお見舞いと、励まし、ご支援を頂き日本国民の一人として心から感謝とお礼を申し上げます。 

 既に、地震津波災害から 2か月あまり経っていますが、未だに復旧の見通しさえつかず福島の第

一原子力発電所にいたっては危険な状態が現在も続いている状況です。 

 この度の地震は、マグニチュード 9という超巨大な地震に加え海底下のプレート型地震による大

きな津波の発生が未曾有の被害をもたらしました。これらの詳細については多くのメディアで紹介

されていますので、今回ここではこうした自然災害と日韓トンネル計画についてどのような考察が

なされるべきかを日本側の立場から 3.11の災害も踏まえて論じて見たいと思います。 

 

日本国土の災害環境とその特質 

 日本の国土は、長い弧状の列島にあり太古より自然災害には非常に脆弱な国土として国民を悩ま

してきました。 

 日本は、国土面積が全世界の 0.25%を占めるのみであるにもかかわらず、自然災害による被害総

額では世界全体の 15%以上（1970～2004年)にも上る自然災害大国ともいえます。 

 おかれた位置、地形地質、気象等の自然条件より台風、地震津波、集中豪雨による土砂災害、ま

た火山の噴火による被害等には毎年のように悩まされて来ました。 

 このような自然環境が日本人独特の自然観を育んでもきましたが、特に為政者には国土形成即ち

社会資本整備に対する伝統的ともいえる考え方を産み出してきました。それは、近代になり薄れて

も来ましたがやはり自然界に対する畏れというものを根底に持つようになったのです。 

 これについての具体的な逸話には事欠かないのですが、日本の公共事業に費やされる予算が世界

的にも突出していることを指摘されるのも、単に政治的な理由ばかりではなくこうした自然環境と

の関わりのなかで生じた歴史的なこととも言えそうです。 

 勿論、我々日本人はこのような自然から他国では得られない恵みも多く受けてきました。特に、

日本の海岸線の長さは世界的にも有数な（単位面積当たりでは韓国の 4 倍、アメリカの 45 倍、英

国の 2倍）国土として多くの良港と、風光明媚な観光地を持ち、幾多の火山地域では良質な温泉に

よる観光資源にも恵まれています。また、広い海域では水深が四千メートル級の海溝やトラフによ

るダイナミックな海底地形は多くの海洋生物の楽園として育くまれて来たのです。（昨年、日本海

域では世界で最も多くの種類の生物が生息する海域として認定された） 

  

4つのプレートに挟まれた日本列島 

 よく知られるように、日本列島はユーラシアプレート、フィリピン海プレート、北米プレート、

太平洋プレートの 4つのプレートに挟まれるように位置しています。この事はテクトニクスが非常

な勢いで活動していることを物語り、先にのべたようにバリエーションに富んだ風土を形成し、ま



たそれが地震津波、火山による災害を引き起こしている要因ともなっているのです。 

 ところで、このプレートテクトニクス理論が大陸移動説とともに地球物理学の分野で市民権を得

られたのはつい最近のことで、1960 年代の後半漸くまともに議論されるようになったばかりです

が、我々が日韓トンネルの研究を始めた 1980 年代の前半、まだ多くのプレートテクトニクス理論

批判の書物が出ていたのを記憶しています。 

 その流れが決定的なものとなったのは、2000年代に入り GPSが一般に開放され、日本でも測量

法が日本測地系から世界測地系に変更されてからです。（2001年 6月） 

 これにより、国土地理院は日本全土に電子基準点を配備し、国土の動きをリアルタイムで把握す

ることが可能になることによって日本の国土全体のテクトニクスが相当程度の精度で確認できる

ようになりました。 

 一例を挙げますと、日本の国土は一年に 2 センチから 10 センチ程度各々各プレートに相応して

移動していることが確認されたのです。 

 今回の震災に則して見ますと、被災地域ではこの数年、西へ年に 8センチ程度の移動が見られこ

れが今回の地震で一挙に最大で5メートル以上もの押し戻しともいえる移動が東方向に見られたと

いうことです。 

 これらのことから、被災地域ではそれなりの災害を想定し、警戒と防災意識は他の地域以上のも

のがあったのですが、その予想をはるかに上回る地震と津波に襲われたのでした。 

  

日韓トンネル計画と自然災害 

 以上述べてきた地震津波以外にも自然災害はありますが、以下では日韓トンネル計画から見た自

然災害について述べて見たいと思います。 

 通常、防災計画の立案は、過去の歴史をたどり対象地域の事例をもとに行いますが、実は我が当

該地域は日本国土全体の地理からすると辺境地でもあることから事例の資料が比較的少ない地域

でもあります。 

 そうしたなかで、1983 年日韓トンネル研究会初代会長の佐々保夫氏の呼び掛けで九州における

地質学の大家ともいえる先生方による北部九州、すなわち日韓トンネル計画の予想地域における地

質調査と研究が始められたのです。 

 そのなかでも、既に鬼籍に入られました九州大学名誉教授の山崎達夫先生は当研究会九州支部の

副支部長として我々の調査研究活動を精力的に指導してくださいました。 

 こうした調査研究活動の結果、自然災害に関するものとしては、台風、またそれによる水害およ

び土砂災害、火山活動と噴出物による各種の災害、そして今回問題となった地震津波など、これら

の日韓トンネル計画への影響について学術的な検討を行うことができました。 

 このコーナーはその調査研究を報告する場ではありませんので、それらの一部を概略的に述べて

見たいと思います。 

 まず台風による影響ですが、ご承知のように九州沖縄地方は台風の常襲地帯で、毎年どこかで台

風の被害が発生しています。風雨に加え、第四期の若い地層と急峻な河川は台風災害にはきわめて

脆弱な体質といえます。 

 次に火山による災害では、九州中南部に活火山が集中していますが、かって『隋書倭国』伝でも

九州の火山について興味深く記されており北海道の火山とともに日本の名勝地にもなっています。

それによる災害も多く、最近では雲仙普賢岳の噴火により多くの犠牲者と道路家屋、農作物等の被



害が発生しています。 

 とりあえず、日韓トンネル計画に該当する地域では殆んど影響はないとみられますが、九州の

人々にとっては温泉地の利用等とともに共存関係にあるようです。 

 最後に地震および津波災害についてですが、今回の東北の震災により九州でも過剰なほどの反応

があり、各自治体ではにわかに防災意識が高まってきました。 

 地震のメカニズムは複雑ですが、基本的に地殻型の断層によるものと、プレートの沈み込みによ

るプレート境界型に分けられます。 

 プレート境界型は、宮崎県沖のフィリピン海プレートの沈みこみによる地震と津波が考えられ、

地殻型では火山地域の内陸部の断層によって地震が発生すると考えられています。 

 地震の予知に関する情報が公開されていますが、日韓トンネル計画の地域についてはあまり大き

な予想はなされていません。 

 過去の地震については、1700 年に壱岐の北西海域でマグニチュード 7 クラスの地震があり長崎

県でも被害が発生したようですが、詳細は分かっていないようです。この時には韓国側でも被害が

出たようで、もしかしたら震源地はもっと北の韓国に近い場所かも知れません。今後の研究が必要

です。 

 

＊ 地震によるトンネルの被害は比較的少ないものの、今回の東日本大震災において津波対策に一層の配慮を必要とする

ことが指摘されている。 

 

おわりに 

 日本では、各種のマスメディアにより夥しい地震津波関連の報道がなされています。そんななか

で、日韓トンネル計画を論議することが憚られるようなふんいきがあります。 

 しかし、こんなときだからこそ超巨大プロジェクトについて真剣に議論するべきだと考えます。 

 今度の日本の震災は基本的には天災です 

しかし、韓国でも関心が持たれている東京電力の福島第一原発の事故は天災に加えて人災という面

が強いようです。 

 日本の原子力発電は、1970 年前後の東西冷戦のさ中、原子力の平和利用として当時エネルギー

政策の花形でした。そして今日、原子力発電所は世界中でも技術の粋を集めた、まさしく近現代文

明の象徴ともいえるものです。それが、超巨大とはいえたった数分の地震と、数時間の後に押し寄

せる津波により脆くも崩壊し、そして、三ヶ月を経過した今でもそのコントロールが難しい状況な

のです。今我々はその文明を享受している者としてこれをいかに受け止めるべきか。日本では議論

百出し、ヨーロッパでもイタリアをはじめとして原発を巡り国民投票が持たれています。 

日韓トンネルという超巨大プロジェクトについても先端的な技術の集約と開発の積み重ねが必

要となります。これ等のことを考える場合、今回の東日本の大震災は自然と共存し、共生を必要と

する人類の英知を結集して克服する課題であり、おおいに議論する良い機会であると考えます。       

 


